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パーソントリップ調査 (以下，PT調査) のデータを利用した研究の多くは交通に焦点を当てているが，

PT調査は人の1日の全ての動きを世帯単位で把握できるため，世帯の不在率を算出し分析することも可能

である．既存研究では，全国PT調査データを用いて調査年や都市によって世帯不在率が異なる傾向を示す

ことがわかっている．本研究では，その要因を明らかにすることを目的とする．具体的には，世帯不在率

に影響を与える要因を分解する方法を提示し，都市間で世帯不在率が異なる主要な要因を特定する．世帯

人数や世帯属性の構成比，都市による人々の外出状況の違いなどが要因に挙げられる．また，調査年の違

いにも着目し，世帯構成や人々の外出状況の時系列変化が世帯不在率の変化にどう影響したのか分析を行

う．これらの分析は，地域特性を考慮した都市政策論に新たな視座を提供するものである． 

 

 

     Key Words : PT-survey, households with every member out-of-home 

 

 

1. はじめに 

 

(1) 背景及び目的 

都市交通計画策定に向けた基礎的データを把握するた

め，パーソントリップ調査 (以下PT調査) が実施されてき

た．日本国内では，PT調査は，1967年に広島都市圏で初

めて実施されて以来，約50年の歴史の中で65都市圏で延

べ140回の実施実績がある (2018年4月時点) ． 調査結果は

交通計画策定のみならず，幅広い分野で活用されており，

PT調査を利用した研究も数多く蓄積されている． 

 PT調査は本来，人の移動を捉えるものである．その

ため，関連する研究も交通を焦点にトリップを扱うもの

が多い．しかし，PT調査は人の1日の全ての動きを把握

できるため，自宅からの出発時刻と帰宅時刻から不在状

況を把握することが出来る．さらに，PT調査では，世

帯全員のデータが得られているため，世帯単位の不在率

の分析が可能である．高橋ら1)は，個人単位と世帯単位

の不在率の算出法を構築して，熊本PT調査のデータか

ら不在率の実態を把握した．そして，2時点のPT調査デ

ータを用いて，これらの不在率の変化を分析している．

また，熊本都市圏の不在率を3時点間で比較分析した研

究もある2)．その結果，個人不在率の変化は小さいのに

対し，近年の世帯不在率の上昇が大きいことが示されて

いる．さらに，都市圏内の地区特性だけでなく，都市圏

間の地域特性を明らかにするために全国PT調査のデー

タを用いて都市圏間の世帯不在率の違いも示されている
3)．しかし，この違いの要因は精査されていない． 

そこで本研究では，各都市で世帯不在率が異なる要因

を明らかにする．具体的には，世帯構成比の違いと世帯

類型別の不在状況の違いの2つに要因を分解し，影響を

及ぼしている要因を明らかにする． さらに，全国PT調

査は複数年実施させており，時系列での変化がわかる．

そこで，都市別，時系列の世帯不在率の変化に着目し，

要因分解を行うことで，世帯不在率の変化に影響を及ぼ

している要因を明らかにすることを本研究の目的とする． 
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(2) 既存研究のレビューと本研究の位置づけ 

PT調査データを分析した研究事例は膨大に存在する．

例えば，西堀ら4)は，若者世代の平均トリップ数が減少

している実態を複数年次の近畿圏PT調査データから明

らかにし，その要因を年収の減少，免許不保有者の増加

等の影響で説明している．若者世代の車利用トリップの

減少は，日本の他都市圏5) 6)，米国 7)や先進諸国7)のPT調査

を用いた分析でも報告されている興味深い知見である．

しかし，これらの研究は世帯全員の外出にともなう世帯

単位の不在状況に着目しているわけではない． 

世帯単位に着目したPT調査の分析事例には例えば以

下がある．杉田ら9)は，世帯構成の違いによる平均トリ

ップ数の変化を分析しているが，これも個人単位の移動

に着目したものである．石田ら10)は，世帯形態別の世帯

単位のトリップ数の分析事例を示している．三古, 森川
11)は，世帯単位での居住地の公共交通利便性，自動車保

有台数，自動車旅行距離を構造方程式モデルで分析して

いる．また，坂本ら12)は，類似した交通行動等の特性に

よる世帯分類を試みている．本研究は世帯全員が外出し

ている状況に着目しており，以上の研究のいずれとも視

点が異なっている． 

本論文で着目する世帯単位の時間帯別不在率という指

標は，簡便に算出可能であるのにもかかわらず，先行研

究1)2) 3)以外では，これに着目した研究事例は筆者の知る

限り存在せず，本研究の独自性・新規性といえる．また，

本論文の意義はPT 調査データの新たな活用法を提示す

ることにもある．これは世帯単位で移動データが収集さ

れているPT 調査の特徴を生かした活用法といえる．  

 

 

2. 分析手法 

 

(1) データ概要 

PT調査とは，日常生活の中で，誰が，いつ，どこに，

何の目的で，どのような交通手段で移動したかについて，

都市圏住民を対象にアンケート調査を行い，1日のすべ

ての移動をとらえる交通実態調査の代表的な手法である
5)．本研究ではPT調査から分かる個人の出発時刻と帰宅

時刻を活用することで在宅時間を算出し，不在率の分析

を行う． 

本研究では，以下のいずれかに該当する個人は，在宅

時間を算出できないため，除外データとした．  

・第1トリップの出発時刻が不明 

・帰宅トリップの到着時刻が不明 

・帰宅トリップの次のトリップの出発時刻が不明 

・時系列に沿わないトリップが存在 

 

本研究では，1987年，1992年，2005年，2010年，2015

年の全国PT調査のデータを用いる．経年的に比較分析

行うことを目的とするため，5回全てで調査が行われた

41都市に限定し分析を行う．41都市は表-1，表-2，図-1

の通りである．今回対象とするデータの概要は以下表-3

に示す． 

 

表-1 41都市の都市類型 

都市類型 調査対象地区 

三大都市圏 

中心都市 

千葉市，東京区部，横浜市， 

川崎市，名古屋市，京都市， 

大阪市，神戸市 

周辺都市A 
所沢市，松戸市， 

堺市，奈良市 

周辺都市B 岐阜市，春日井市，宇治市 

地方中枢都市圏 
中心都市 

札幌市，仙台市，広島市， 

北九州市，福岡市 

周辺都市 塩竃市，呉市， 

地方中核都市圏 

中心都市 

40万人以上 

中心都市 
宇都宮市，金沢市，静岡市， 

熊本市，鹿児島市 

地方中核都市圏 

中心都市 

40万人未満 

中心都市 
弘前市，盛岡市，郡山市， 

松江市，徳島市，高知市 

周辺都市 
山梨市，海南市， 

安来市，南国市， 

地方中心都市圏 

その他の都市 
 湯沢市，上越市， 

今治市，人吉市 

出典：全国都市交通特性調査 データ利用の手引きより作成 

 

表-2 三大都市圏における周辺都市の定義 

三大都市圏 中心からの距離 
東京 京阪神 中京 

周辺都市A 40㎞未満 30㎞未満 
 

周辺都市B 40㎞以上 30㎞以上 全域 
出典：全国都市交通特性調査 データ利用の手引きより作成 

 

表-3 全国PT調査概要 

 調査方法 調査対象 サンプルサイズ 

第1回(1987年) 訪問調査 41都市 
35,230人 

(18,442世帯) 

第2回(1992年) 訪問調査 41都市 
46,726人 

(22,725世帯) 

第4回(2005年) 訪問調査 41都市 
49,297人 

(20,247世帯) 

第5回(2010年) 郵送調査 41都市 
33,146人 

(12,428世帯) 

第6回(2015年) 郵送・WEB併用 41都市 
35,040人 

(12,151世帯) 
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図-1 都市類型別分析対象都市 

 

 

(2) 不在・不在率の定義及び算出法1) 

PT調査のデータを個人ごとに集計し，自宅を出発す

るトリップの出発時刻から帰宅トリップの到着時刻まで

の時間を不在の状態と定義する．不在時間は10分単位で

算出する．また，図-2のように世帯構成員全員が不在の

時間帯を世帯不在の状態と定義する．例えば，高齢世帯

は世帯不在の時間が短い一方，単身就業者は日中は仕事

のため世帯不在の時間が長いことなどが推測される．ま

た，ある時間帯において，対象個人のうち不在の状態に

ある個人の割合を個人不在率，対象世帯のうち世帯不在

の状態にある世帯の割合を世帯不在率とする． 

 

 

時間軸 

父不在時間 

母不在時間 

子不在時間 

世帯不在 

図-2 世帯不在率のイメージ図1) 

 

 

(3) 世帯不在率の変化の要因分解法 

 世帯不在率が変化する要因はいくつか考えられる．高

橋ら1)は世帯不在率の時系列変化するの要因を分解する

方法を示したが，結果が解釈しにくい課題があった．そ

こで，その方法を改良したものを以下に示す． 

 世帯不在率の変化に影響を与える主要な要因として，

2つが挙げられる． 

(a) 世帯類型別世帯数の構成比の違い 

(以下，世帯構成比の違い) 

(b) 世帯類型別世帯不在率の違い 

(以下，世帯類型別不在率の違い） 

具体例は，(a)が単身世帯の増加，(b)が高齢世帯の不在

率の上昇などである．世帯不在率は世帯類型別世帯数の

構成比とその世帯類型別世帯不在率を掛けることで算出

される． 

世帯類型𝑖として，𝑟𝑖を世帯構成比，𝑜𝑖を世帯類型別不

在率とすると，ある時点・ある都市の平均不在率𝑅は次

式で表される．ここで，時間帯別の添え字は省略してい

る． 

𝑅 = ∑ 𝑟𝑖𝑜𝑖𝑖            (∑ 𝑟𝑖 = 1𝑖 )               (1)              

さらに，別の時点・都市の平均世帯不在率𝑅∗は以下の

様に示される． 

𝑅∗ = ∑ 𝑟𝑖
∗

𝑖 𝑜𝑖
∗  

      = ∑ (𝑟𝑖 + ∆𝑟𝑖)𝑖 (𝑜𝑖 + ∆𝑜𝑖)  

    = ∑ 𝑟𝑖𝑖 𝑜𝑖 + ∑ 𝑟𝑖𝑖 ∆𝑜𝑖       

+ ∑ ∆𝑟𝑖𝑖 𝑜𝑖 + ∑ ∆𝑟𝑖𝑖 ∆𝑜𝑖         (2)     

この二つの世帯不在率の差∆𝑅は， 

∆𝑅 = 𝑅∗ − 𝑅                

= ∑ 𝑟𝑖𝑖 ∆𝑜𝑖 + ∑ ∆𝑟𝑖𝑖 𝑜𝑖 + ∑ ∆𝑟𝑖𝑖 ∆𝑜𝑖  (3) 

となる．ここで，𝐹𝑂と𝐹𝑟を以下で定義する． 

𝐹𝑂 = ∑ 𝑟𝑖𝑖 ∆𝑜𝑖 +
1

2
∑ ∆𝑟𝑖𝑖 ∆𝑜𝑖     (4) 

𝐹𝑟 = ∑ ∆𝑟𝑖𝑜𝑖𝑖 +
1

2
∑ ∆𝑟𝑖𝑖 ∆𝑜𝑖                         (5) 

さらに，(3)(4)(5)より， 

∆𝑅 = 𝐹𝑂 + 𝐹𝑟            (6) 

となる．つまり，𝐹𝑂は世帯不在率の違いのうち，世帯

構成比の違いによって引き起こされたもの，𝐹𝑟は世帯不

在率の違いのうち，世帯類型別不在率の違いによって引

き起こされたものを表す． 

 

 

3. 2015年全国PT調査における都市間比較分析 

 

図-3 に 2015 年の都市別の平均世帯不在率を示す．通

勤・通学の時間帯では都市による違いは少ないが，日中

から帰宅時間にかけて都市によって異なる傾向を示して

いる．このように異なる傾向を示した要因を分解してい

く．  

 

 

図-3 都市別の平均世帯不在率 
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(1) 世帯人数に着目した世帯不在率の要因分解 

ここでは，世帯人数に着目し2015年の世帯不在率で都

市間で違いが生じた要因を分解していく．本節では，

2015年の全都市の平均世帯不在率と，各都市圏の平均世

帯不在率を比較していく． 

図-5，図-6は全都市の平均世帯不在率と各都市圏の平

均世帯不在率を比較した際の世帯構成比の違い𝐹𝑟と世帯

類型別不在率の違い𝐹𝑜を表している．全体として，𝐹𝑟よ

り𝐹𝑜の絶対値が大きい．つまり，世帯類型別不在率の違

いが大きな影響を与えていることがわかる． 

まず，三大都市圏中心都市に着目する．𝐹𝑟，𝐹𝑜共に大

部分が正の範囲で分布している．18時頃，𝐹𝑟が約1％，

𝐹𝑜が約5％と最大値を示している．これは三大都市圏中

心都市で18時頃の不在率が高いのは，世帯構成比の違い

と世帯類型別不在率の違い両方が影響しており．特に後

者が大きく影響していることを示している．ここから三

大都市圏中心都市では，帰宅時間が遅いことが世帯不在

率に影響していることがわかる．日中も同様に 世帯構

成比の違いと世帯類型別不在率の違い両方が影響してお

り，特に世帯類型別不在率の違いが大きく影響している．

世帯人数が少なく外出しやすいことが世帯不在率が高い

要因であると言える． 

次に，三大都市圏周辺都市Aを見ていく．𝐹𝑟は負の範

囲で分布しており，𝐹𝑜は正の範囲で分布している．これ

は，世帯構成比の違いは世帯不在率を減少させている一

方，世帯類型別不在率の違いは世帯不在率を増加させて

いる．三大都市圏周辺都市Aには所沢市，松戸市，堺市，

奈良市が該当しており，図-4よりも世帯人数が多いこと

がわかる．世帯類型別不在率の違いによる影響は正であ

ることも併せて考えると，世帯人数は多いが，外出しや

すい傾向があることがわかる． 

三大都市圏周辺都市Bでは，𝐹𝑟はわずかに正の値をと

っているが世帯構成比の違いによる影響はほとんどない．

𝐹𝑜は負の値をとっており，世帯類型別不在率の違いは世

帯不在率を減少させている．三大都市圏周辺都市Bは中

心都市から距離があり三大都市圏内ではあるものの，中

心都市の外出状況とは異なる状況であることが推測され

る． 

地方中枢都市圏中心都市をみていく．𝐹𝑟は全都市の中

で最も高い値を示している．𝐹𝑜は三大都市圏中心都市ほ

ど値は大きくはないが，時間による変動は似た傾向にあ

る．つまり，世帯人数が少なく，世帯不在の時間による

変動は三大都市圏中心都市と似た傾向にあることがわか

る． 

地方中枢都市圏周辺都市では．𝐹𝑟，𝐹𝑜共に大部分が負

の範囲で分布している．世帯人数も比較的多く，外出し

にくい傾向にあることがわかる．一方で，7時頃のみ𝐹𝑜

が3％となっており，正となっている．これは，中心都

市に通勤・通学する人が一定数存在するため，出勤時間

が早いことがわかる． 

次に地方中枢都市圏周辺都市について．𝐹𝑟はわずかに

正になっており，世帯構成比の違いの影響はほとんどな

い．一方，𝐹𝑜は11時頃と14時頃に増加し、14時以降は減

少傾向にある．これは，午前から日中は外出する人が多

く世帯不在率を上昇させているが，帰宅時間帯では𝐹𝑜は

影響を与えていないことを示す．このことから，午前か

ら日中に外出し，夕方以降は在宅傾向にある専業主婦や

高齢者など就業者以外の人含まれる世帯が多くあること

が推察される． 

地方中枢都市圏周辺都市と地方中心都市その他の都市

では𝐹𝑟，𝐹𝑜共に常に負の範囲で分布している．特に，地

方中心都市その他の都市は12時頃に大きく減少している．

地方中心都市その他の都市には一次産業従事者が多い．

一次産業従事者が昼食時に一時帰宅する傾向にあるため，

それが引き起こした現象だと考えられる． 

以上をまとめると，中心都市では，比較的𝐹𝑟，𝐹𝑜共に

正の範囲に分布し，世帯構成比の違いと世帯類型別不在

率の違いともに影響していることがわかる．一方，周辺

都市になると，中心都市への距離やその都市圏によって

異なる傾向を示すことがわかった．また，地方都市では，

𝐹𝑟，𝐹𝑜共に負となった． 

 

 

図-4 都市別世帯人数の構成比 

 

 

図-5 世帯人数別の世帯構成比の違いによる 

不在率の変化要因𝐹𝑟の時間変化  
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図-6 世帯人数別世帯不在率の違いによる 

不在率の変化要因 𝐹𝑜の時間変化 

 

(2) 世帯属性に着目した世帯不在率の要因分解 

 同様の方法で世帯属性に着目して分析していく．ここ

では15歳以下の子どもがいる世帯，現役世帯，高齢世帯，

その他の世帯の4つに分類する．𝐹𝑟，𝐹𝑜を世帯人数の場

合と比較しすると，全体として似た傾向にあるが，世帯

人数では 𝐹𝑟の夕方の変化が顕著であったのに対し，世

帯属性ではその傾向はない． 

 三大都市圏中心都市では， 𝐹𝑟，𝐹𝑜共に正の範囲で分

布し世帯人数に着目した場合と似た傾向がみられる．た

だし，世帯人数の違いで見た場合𝐹𝑟は1％以下，世帯属

性の違いで見た場合は2％程度となり，世帯属性で見た

場合の世帯構成比の違いの方が大きいことがわかる．つ

まり，三大都市圏中心都市では世帯人数構成比より世帯

属性構成比が世帯不在率に影響している． 

 次に，三大都市圏周辺都市Aを見ていく．世帯人数に

着目した場合と比べると𝐹𝑟が異なり、0～1％の範囲で分

布している．この結果としては，世帯人数が多く世帯不

在率を低下させている一方，世帯属性の構成比は平均的

で不在率にほとんど影響を及ぼしていない． 

 三大都市圏周辺都市Bでは，三大都市圏周辺都市Aと

は対照的に世帯人数の構成比の違いの影響は小さく，世

帯属性の違いの影響は大きい．世帯人数は平均的で世帯

不在率への影響が小さいが，世帯属性では高齢世帯が多

いため世帯不在率を低下させていることがわかる． 

 それ以外の都市では，世帯人数に着目した場合と似た

傾向にある． 

全体としては，世帯人数と世帯属性に着目し要因を分

解したが，基本的に似た傾向にあった．ただし，三大都

市圏では異なる傾向を示した． 

 

 

図-7 都市別世帯属性の構成比 

 

 

図-8 世帯属性別の世帯構成比の違いによる 

不在率の変化要因𝐹𝑟の時間変化 

 

 

図-9 世帯属性別の世帯不在率の違いによる 

不在率の変化要因𝐹𝑜の時間変化  

 

(3) 世帯不在率に基づいた都市分類 

 ここで，クラスター分析を行い，都市別平均世帯不在

率の類似度によって都市を分類する．本研究では，階層

的クラスター分析のウォード法を用いた．今回は 3クラ

スターに分類した．クラスター分析の結果を図-10，ク

ラスター別平均世帯不在率を図-11に示す． 

クラスターA には東京都特別区や大阪市，名古屋市，

札幌市など大都市のほとんどが該当している．また，九

州地方の全ての都市も該当している．平均世帯不在率は

最も高く 40％を超えている．このことから，九州地方

は比較的世帯不在率が高く，大都市と似た傾向にあるこ

と推察される． 

クラスターB は人口の少ない地方の都市が多く該当し
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ている．平均世帯不在率も最も少なく，クラスターA よ

り最大で 10％程度低くなっている． 

クラスターC には，盛岡市，横浜市，広島市など比較

的人口の多い都市も該当している一方，人口の少ない地

方の都市も該当している．世帯不在率はクラスターA と

比較的似た傾向にある．11 時頃までは，ほとんど一致

しているが，11時以降は数％下回っている． 

 

 

図-10 分析対象41都市のクラスター分類 

 

 

図-11 クラスター別平均世帯不在率 

 

 

(4) 世帯人数に着目したクラスター別世帯不在率の要因

分解 

 ここで，前節で分類したクラスター別に異なる世帯不

在率を示した要因を分解していく．本節では世帯人数に

着目する． 

 図-13，図-14は世帯人数に着目した世帯構成比の違い

𝐹𝑟，世帯類型別不在率の違い𝐹𝑜を示している．クラスタ

ーAは𝐹𝑟，𝐹𝑜共に正の範囲で分布しており，共に世帯不

在率の上昇に影響していることがわかる．またクラスタ

ーBは𝐹𝑟，𝐹𝑜共に負の範囲で分布しており，特に𝐹𝑜の値

が負に大きい．世帯人数は多く世帯不在になりにくいこ

とがわかる．クラスターCは𝐹𝑟は負の範囲，𝐹𝑜は正の範

囲で分布している．つまり，世帯人数は多く，世帯不在

を低下させているが，外出しやすいため不在率が高くな

っている．クラスターAと平均世帯不在率が似た傾向に

あるが，その要因は異なっていることがわかった．  

 

図-12 クラスター別の世帯人数構成比 

 

 

図-13 世帯人数別の世帯構成比の違いによるクラスター別 

不在率の変化要因𝐹𝑟の時間変化 

 

 

図-14 世帯人数別世帯不在率の違いによるクラスター別 

不在率の変化要因 𝐹𝑜の時間変化 

 

 

4. 複数年次の全国 PT 調査による比較分析の要因

分解 

 

図-18 に各年の平均世帯不在率を示す．2010 年のみ他

の年と異なり，高い世帯不在率を示している． 2010 年

高速道路無料化実験が行われたこと等による社会的な影

響により，世帯不在が急増した可能性もある．しかし，

2005 年までは訪問調査で実施されていたが 2010 年に郵

送調査に変化したこと等の調査方法の変化による影響が

大きいことが推察される．2010年を除くと，わずかな世

帯不在率の上昇傾向が確認される． 

本章では，世帯人数に着目し，年平均世帯不在率変化

の要因を分解していく． 
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図-18 年別平均世帯不在率 

 

 図-19より，世帯人数は一貫して減少している．特に

1987年から2012年の25年間の間に1人世帯の割合が2倍以

上に増加している．一般に世帯人数が減少すると，世帯

不在率は上昇するが図-18ではその傾向は表れていない．

図-20では𝐹𝑟は一貫して増加している．特に2015年，2010

年は正の範囲で分布しており，世帯人数が減少したこと

が世帯不在率を上昇させる方向に影響したことがわかる．

一方，𝐹𝑜では，2010年を除くと時系列に沿って減少する

傾向にある．つまり，世帯不在になりずらくなっている．

世帯人数は減少する方向に影響しているが，その影響以

上に各世帯属性の世帯不在率が上昇しているため，全体

として不在率はわずかに上昇していることがわかった．

また，2010年に着目していくと𝐹𝑜が正の範囲で分布して

いることが，年平均世帯不在率で突出していた原因であ

るとわかる．つまり，調査方法の変化等によって，世帯

人数の情報はおよそ正しく得ることができたが，不在状

況が過大に集計されてしまった可能性はある． 

 

 

図-19 年別世帯人数の構成比 

 

 

図-20 世帯人数別の世帯構成比の違いによる世帯不在率の 

変化要因𝐹𝑟の年別の時間変化 

 

 

図-21 世帯人数別世帯不在率の違いによる世帯不在率の 

変化要因 𝐹𝑜の年別の時間変化 

 

 

5. 結論 

 

本研究では全国 PT 調査データを用いて世帯不在率が

異なる傾向を示す要因を分解した．その結果，世帯不在

率が似た傾向を示す場合でも，その要因は様々であるこ

とがわかった．より具体的には，以下が成果である． 

 

1） 世帯不在率が異なる要因を分解する方法を提示した． 

2） 中心都市では，世帯構成比の違いによる要因𝐹𝑟，世

帯類型別不在率の違いによる要因𝐹𝑜共に正の範囲に

分布し，共に世帯不在率を上昇させている． 

3） 周辺都市では，中心都市への距離やその都市圏によ

って𝐹𝑟，𝐹𝑜は異なる傾向を示した． 

4） 地方都市では，𝐹𝑟，𝐹𝑜共に負となり世帯不在率を低

下させている． 

5） 世帯不在率に基づく都市分類を行った．新たな都市

分類法を示した．また，都市の大きさだけでなく，

地方により世帯不在率の類似性がある可能性を示し

た． 

6） 時系列でも要因分解を行った．世帯構成比の違いは，

世帯不在率は減少させる方向の要因となるが，その

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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要因以上に世帯人数別の世帯不在率が上昇している

ため，全体として不在率はわずかに上昇しているこ

とがわかった． 

7） 2010年の世帯不在率が突出している要因として，世

帯構成比でなく，外出状況にあることがわかった． 

 

なお，全国PT調査は訪問調査で実施された年がある．

そのため，そもそも調査時間に不在であった世帯はサン

プルに含まれておらず，世帯不在率の算出に影響を与え

ている可能性には留意が必要である．また，1995年の合

併特例法に始まり，2005年から2006年にかけて市町村合

併の動きがピークを迎えた．これによって市町村数は減

少し，多くの市町村が拡大した．本研究では，その影響

を考慮できていない．その点にも留意が必要である． 

今後の展望としては，地区の防犯への活用や訪問調査

の効率化，宅配便の再配達問題への応用などが期待でき

る．また，時間別家庭消費電力量がわかれば，不在状況

と家庭消費電力の関係性を明らかにできる．それにより，

家庭消費電力量の推定等への展開がありうる．  
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